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本報告書は、原子力発電施設等防災対策等委託

費による委託業務として、（公財）放射線影響協会
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Ⅰ．概  要 

平成 29 年度は、平成 27 年度に策定した健康影響評価計画に基づき、調査対象者の生死等

情報の把握、事業対象者への意思確認調査（インフォームド・コンセント）及び生活習慣等

調査を行うとともに、平成 31 年度頃から利用が可能になるがん罹患情報に対応するため、が

ん罹患情報の活用方策とともに臓器線量を推定する手法等について検討した。また、意思確

認調査への回答状況について分析等を行い、回答率向上について具体的方策を取った。さら

に本事業の理解促進活動としては、平成 26 年度までに取得したデータをもとに解析した結

果について学会発表、論文投稿等を行うとともに、ホームページ等により本疫学調査につい

て情報発信した。 

 

１．本事業への協力の意思確認及び生活習慣等に係る調査業務 

前年度に引き続き、放射線疫学調査の対象者となることについての意思確認調査を実施し

た。調査は事業対象者約 72,500 人に対し、資料を郵送（約 64,000）及び事業所等での本事

業の説明会（10 箇所）を実施した際に資料を現地配付（約 8,500：追加発送等含む）の 2 通

りの方法により行い、本年度は、平成 30 年 3 月までに、20,406 人から調査対象者となるこ

とについての同意を得た。本年度までの調査結果は平成 27 年度に構築した専用のデータベ

ースに格納した。 

 

２．事業対象者に関する情報の更新等業務 

２．１ 事業対象者の被ばく線量に関する情報の更新 

当協会放射線従事者中央登録センターから 2016 年度（平成 28 年度）までの被ばく線量情

報等の提供を受け、データベースに反映した。 

 

２．２ 事業対象者の生存率に関する情報の更新 

本年度は、30,012 人の調査対象者について生死追跡調査を行い、1,382 市区町村に対し住

民票の写し等の交付を請求し、この内 1,380 市区町村から計 29,780 人の調査対象者について

住民票の写し等の交付を受ける等して回答を得、データベースに反映した。 

 

２．３ 事業対象者の死因情報の継続使用に関する手続き 

統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 33 条規定に基づき、調査票情報の継続保有の申請を

行い、承認を受けた。 

 

３．がん罹患情報の活用方策の検討 

   本年度は、調査研究評価委員会において、全国がん登録データベースの利用申請方法等に

ついて検討を行った。また、臓器線量の再構築等のために臓器線量構築検討会を設置し、臓

器線量への変換方策等について検討を行った。 
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４．本事業の理解促進活動 

４．１ ホームページによる放射線疫学調査関連情報の周知 

   調査結果等について広く周知し、事業対象者の協力を得るためにホームページ、放影協ニ

ュース等による情報発信を行った。 

４．２ 意思確認調査への回答状況の分析及び回答率・同意率向上策の検討 

平成 27 年度から平成 29 年度の意思確認調査への回答状況について分析等を行い、回答率

向上策として、未回答者への再依頼状（はがき）送付と調査資料の再送付（再調査）を行っ

た。 

４．３ 国内外の論文投稿・学会発表 

国内外の機関に積極的に引用される調査として専門家に認知されることを目的に、学会発

表 9 回、論文投稿 5 本（内 2 本は投稿中）を行った。 

 

５．委員会活動 

本事業においては的確かつ円滑な実行を図る目的として、個人情報の取扱い及び疫学研究

に係る倫理的事項に係わる倫理審査・個人情報保護委員会、並びに調査研究計画、調査の実

施、がん罹患情報の活用に係わる調査研究評価委員会を設置した。調査研究評価委員会の下

に臓器線量構築検討会を設置した。また、「平成 28 年度疫学調査あり方検討会」が策定した

報告書を踏まえ、平成 30 年度以降の事業についての評価を審議する疫学調査あり方検討会

フォローアップ委員会を設置し、事業継続を判断した。 
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Ⅱ．事業内容 

１．本事業への協力の意思確認及び生活習慣等に係る調査業務 

１．１ 住民票の写し等の交付請求による調査対象者の住所地及び生死確認 

がん罹患調査、死因解析等のために、調査対象者の住所地及び生死の情報を可能な限り最

新の状態に保つ必要がある。調査対象者の住所地及び生死の確認（以下、「生死追跡調査」と

いう。）は、本年度においても、前年度に引き続き、個人情報保護に留意しつつ、全国の市区

町村（特別区及び政令市の行政区を含む。以下、同様。）から住民票の写し等を取得すること

により行い、その結果の集計及び放射線疫学調査ファイルの更新を行った。 

 

（１）生死追跡調査 

法令により、消除された住民票（以下、除票と言う。）の保存期限は 5 年であると定めら

れていることから、1 人の調査対象者について少なくとも 4 年に 1 度、住民票の写し等の

取得による生死追跡調査を行うこととしている。本年度は、前年度の調査終了までに生存

が確認されていた調査対象者 159,766 人の内、30,012 人について生死追跡調査を行った。 

以下に、本年度の生死追跡調査の結果を報告する。 

 

１）住民票の写し等の交付請求及び取得 

ⅰ）住民票の写し等の交付請求 

本年度は、I. 本年度中に当該調査対象者についての直近の生死追跡調査から 4 年が経過す

る者（平成 25 年度の生死追跡調査で住民票の写しを取得した者のうち、平成 28 年度に交付

請求を行わなかった者）及び 3 年が経過する者（平成 26 年度に住民票の写しを取得した者）

の内の一部の者、II. 前年度（平成 27 年度）の生死追跡調査において住民票の写し等の交付

請求先の市区町村から他の市区町村への転出が判明した者並びに III.前年度（平成 27 年度）

の生死追跡調査において「該当者なし」等の理由で住民票の写しを交付されなかった者の内、

再調査を行うこととした者、前年度（平成 27 年度）までの調査において住民票の写し等の交

付請求先の市区町村の判断によって住民票の写し等を交付されなかった者、並びに前年度（平

成 27 年度）までに実施した意思確認調査において郵送した説明資料が配達されずに協会に

返送された者の内、住所の再調査を行うこととした者、計 30,012 人の調査対象者について、

1,382 市区町村に対し住民票の写し等の交付を請求した。 

なお、本年度、住民票の写し等を請求した者には、前年度までに意思確認調査に回答して

いなかった者及び同調査において本放射線疫学調査の調査対象者となることに同意しない旨

の回答をした者は含まれていない。また、前年度までに 2 年以上連続で住民票の写し等の交

付を受けられなかった市区町村に住所を持つ調査対象者については、予め前年度までに意思

確認調査を実施し、調査対象者となることに同意する回答を得られた者についてのみ、意思

確認書の写しを添えて、住民票の写し等の交付請求を行った。 

本年度、住民票の写し等を請求した調査対象者の内訳は表１の通りである。 
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ⅱ）住民票の写し等の取得 

ⅰ）の住民票の写し等の交付請求により取得した住民票の写し等及び取得できなかった住民

票の写しは、その内容により以下の通りの区分に分類し、整理している。 

①住民票の写しの取得（氏名、住所等が変更されていないもの） 

②住民票の写しの取得（氏名、住所等が変更されているもの） 

③除票の写しの取得（死亡による消除） 

④除票の写しの取得（転出（海外への転出を含む。）による消除） 

⑤住民票なし（「該当者なし」（調査対象者が当該の市区町村の住民になったことがなく、当該 

調査対象者の住民票が作成されていないことによる）のため） 

⑥住民票なし（住民票の消除後 5 年（保存期限）以上経過のため） 

⑦除票の写しの取得（不在住等の事由による市区町村長の職権による消除） 

⑧その他 

 

本年度は、住民票の写し等の交付を請求した 1,382 市区町村の内、1,380 市区町村から、計

29,780 人の調査対象者について、住民票の写し等の交付等による回答を得た。他の 2 市町につ

いては、住民票の写し等の交付を受けられなかった。また、住民票の写し等の交付を受けた市

区町村であっても 25 市区からは、意思確認調査を未だ実施していない者に係る住民票の写し

の交付を受けられなかった（25 市区の内 24 行政区については 1 政令市の統一的な対応であ

る。）。一部の市区町村から住民票の写し等の交付を受けられなかったのは、5 年連続 5 度目の

ことである。 

本年度に住民票の写し等の交付を請求した調査対象者について、取得した住民票の写し等及

び取得できなかった住民票の写し等の内訳は表２の通りである。 

  （巻末参考資料 21 頁参照） 
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表１ 平成 29 年度に住民票の写し等の交付を請求した調査対象者の内訳 

 請求の内訳 人数  

 I． 前回住民票の写し注-1 26,811  

 II． 前回転出除票の写し注-2 2,703  

 III． 前回「該当者なし」等注-3 4  

 ※ 前回不交付注-4 190  

 ※ 郵便不達者の住所再調査注-5 304  

 合計 30,012  
    

注-1 直近の生死追跡調査から 4 年が経過する者（平成 25 年度の生死追跡調査において住民票の写し

を取得した者のうち平成 28 年度に交付請求を行わなかった者）及び 3 年が経過する者（平成 26

年度に住民票の写しを取得した者）の内の一部の者の調査 

注-2 前年度（平成 28 年度）の生死追跡調査において他の市区町村への転出が判明した者の調査 

注-3 前年度（平成 28 年度）の生死追跡調査において、「該当者なし」等の回答を得た者の内の一部の

者の再調査 

注-4 前年度（平成 28 年度）の生死追跡調査において住民票の写し等の交付を受けられなかった市区

町村に係る調査対象者の再調査 

注-5 前年度（平成 28 年度）までの意思確認調査において郵送した説明資料が配達されずに協会に返

送された者の住所の再調査 

 

 

 

 

 

表２ 平成 29 年度に取得する等した住民票の写し等の内訳 

  （平成 30 年 3 月現在） 

区分 人数 

住民票の写し ①② 26,422 

除票の写し（転出） ④ 2,318 
 内、国内の他市区町村への転出 2,299 

 内、海外への転出 19 

除票の写し（死亡） ③ 980 

該当者なし等 ⑤⑥⑦⑧ 60 

不交付 232 

合計 30,012 

 



6 

 

２）生死追跡調査の状況 

本年度までの生死追跡調査で得られた調査結果を集計したところ、全調査対象者 277,128

人（男性 274,560 人、女性 2,568 人）のうち、(1) 生存者は 158,667 人（男性 157,556 人、

女性 1,111 人）、(2) 死亡者は 33,646 人（男性 33,564 人、女性 82 人）、(3)調査の結果追跡で

きなくなった者は 48,503 人（男性 47,980 人、女性 523 人）（平成 15 年度から平成 21 年度

までの間に実施した「説明と同意の確認」調査において、本年度までに同意しない旨の回答

をした者及び郵送した説明資料が不達となり最終的な意思の確認がなされなかった者13,220

人を含む。）であった。なお、(4) 事業所に照会した時点で住所情報が得られず、当初から生

死追跡調査の対象とならなかった者は 36,312 人（男性 35,460 人、女性 852 人）である。                     

詳細は表３の通りである。              （巻末参考資料 22 頁参照） 

 

３）住民票の写し等取得の年度推移 

全国の市区町村から住民票の写し等を取得することによる生死追跡調査を開始して 27 年

が経過した。その間に得た各年度の住民票の写し等取得実績の推移を図１に示す。 

 

４）生死追跡調査における「脱落」等の発生 

ⅰ）追跡先住所不明 

住民票の写し等の取得による生死追跡調査において、市区町村から「該当者なし」等とい

う回答を受けた調査対象者の一部については、前年度までに取得した最新の住民票の写し等

を当該市区町村に提示し、再度、住民票の写し等の交付請求を行った。他市区町村への転出

が判明した者については、次回の調査までに除票の保存期間である 5 年を超えることのない

よう、必要に応じて追加の住民票の写し等の交付請求を行った。 

しかしながら、調査対象者が転出元又は転出先の市区町村で転出又は転入の手続きをしな

いこと等により、調査対象者の追跡先の住所が不明となることがあるため、「脱落」が発生す

ることがある。 

本年度は 60 人（本年度調査分の 0.20％）の「脱落」があった。 

 

ⅱ）海外転出 

海外への転出が判明した調査対象者については、以降の追跡が困難であるため、生死追跡

調査を継続しないこととしている。 

本年度は 19 人（同 0.06％）の海外転出があった 

 

ⅲ）住民票の写し等の不交付 

住民票の写しの交付制度等の見直しのために改正された住民基本台帳法が平成 20 年 5 月

に施行されたことにより、以降、市区町村の判断によっては、住民票の写し等が交付されな

い可能性が生じた。住民票の写し等の請求先となった市区町村に対しては、本疫学調査の意

義を説明すること等により、市区町村の理解及び協力を得ることに努めているが、やむを得

ず住民票の写し等が交付されない場合は、当該の調査対象者に対して意思確認調査を実施し
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調査対象者となることに同意する旨の回答を得たうえで住民票の写し等についての交付請求

を行うこととしている。 

前述の通り、本年度は、2 市町による住民票の写し等の不交付及び 25 市区による一部不

交付があり、232 人分（同 0.77％）の住民票の写し等を取得できなかった。 

 

 

表３ 生死追跡状況 

 （平成 30 年 3 月現在）  

   

 追跡結果 人数 (男 女 )  

 (1) 生存  158,667 ( 157,556 1,111 )  

 (2) 死亡  33,646 ( 33,564 82 )  

 (3) 脱落  48,503 ( 47,980 523 )  
 （脱落の内訳）   

 初回追跡時脱落注-1  24,620 ( 24,334 286 )  

 住所不明等注-2  10,009 ( 9,962 47 )  

 不同意注-3  12,484 ( 12,296 188 )  

 郵便不達注-4  736 ( 736 0 )  

 不交付注-5  654 ( 652 2 )  

 (4) 住所情報無し注-6  36,312 ( 35,460 852 )  

  合計  277,128 ( 274,560 2,568 )  

注-1 原子力事業者から入手した住所情報に基づいて初めて行う住民票の写し等の請求において、該当者なし、除

票の保存期間経過、職権消除等の理由で、住民票の写し等を取得できずに脱落した調査対象者の数 

注-2 一旦、住民票の写し等を取得した後の再調査において、該当者なし、除票の保存期間経過、職権消除、海外

転出等の理由により脱落した調査対象者の数 

注-3 第 2 次交絡因子調査又は「説明と同意の確認」調査において、調査対象者となることに同意しない旨の回答

をした者の数 

注-4 「説明と同意の確認」調査において、郵送した説明資料が不達となり最終的な意思の確認がなされなかった

者の数 

注-5 市区町村の協力を得られなかったことにより、住民票の写し等を取得できなかった調査対象者の数 

注-6 原子力事業者から住所情報を入手できなかったため、当初から住民票の写し等の取得による生死追跡調査の

対象とならなかった者の数 
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図１ 住民票の写し等の取得実績 

 

（２）放射線疫学調査ファイルの管理等 

本疫学調査の実施に当たっては、調査対象者 277,128 人についての情報を収めたデータベ

ースを、インターネット及び協会の計算機ネットワークから独立した計算機上に構築してい

る。また、このデータベースの管理のために開発した「放射線疫学調査に係る情報処理シス

テム」（以下、「情報処理システム」という。）により、年度毎に行う生死追跡調査の対象者の

抽出、市区町村長に提出するための住民票の写し等の請求書類の作成、交付を受けた住民票

の写し等の記載事項等の計算機への入力並びにデータベースに登録された情報の更新及び修

正を行った。 

 

（３）意思確認調査及び生活習慣等調査の調査結果の管理のためのデータベースの構築 

本疫学調査の調査対象者となることについての諾否、アンケート調査の回答内容等、両調

査において本年度に得られた調査結果を、これらを保管し管理するために平成 27 年度に構

築したデータベースに格納した。 

 

１．２ インフォームド・コンセント  

本放射線疫学調査において、平成 27 年度からの新たな取り組みとしてがん罹患調査及び生

活習慣等調査を実施することとしている。そこで、あらかじめ放射線疫学調査の事業対象者か

らインフォームド・コンセントを受けることにより今後の放射線疫学調査の円滑な実施に資す

ることを目的として、放射線疫学調査の対象者となることについての意思確認調査（以下、「意

思確認調査」という。）を前年度に引き続いて実施した。 

意思確認調査は、平成 27 年度に策定した「放射線疫学調査の対象者となることについての
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意思確認調査実施要領」（以下、「意思確認調査実施要領」という。巻末参考資料 23～28 頁参

照。）に基づき、平成 27 年度から順次行うこととしている。 

以下に、意思確認調査の本年度における進捗、結果等を述べる。 

 

（１） 意思確認調査の実施（説明資料の配付） 

意思確認調査実施要領に基づき、①郵送及び②原子力発電施設等の事業所での現地配付の

2 通りの方法により、事業対象者に対して説明資料（巻末参考資料 29～43 頁参照）を配付す

ることとしている。 

これらの配付方法の対象は、それぞれ、 

① 郵送調査 … 平成 26 年度までに既に本放射線疫学調査の調査対象者であって、生死追

跡調査において生存していること及び住所が確認された者（約 16.5 万人（平成 26 年度

末現在）） 

② 現地調査 … 現地説明会（上述）を開催した事業所において現に放射線業務に従事して

いる者等（約 7 万人） 

である。このため、①及び②の両方の方法により、2 部以上の説明資料の配付を受ける者が

いる可能性があることに留意しなければならない。 

本年度は、郵送調査については、前年度までに意思確認調査を実施していない者から、 

(ア) 累積線量が 0.00 mSv を超えていること 

(イ) 本年度の生死追跡調査において生存及び住所が確認できた者であること 

(ウ) 前々年度の意思確認調査において郵送した説明資料が不達となった者で、前年度の

生死追跡調査において住所が確認できた者であること 

のいずれかの条件を満たす者を調査対象者として抽出し、計 53,682 人に対して説明資料を

郵送することによって実施した（平成 29 年 7 月～平成 29 年 12 月）。この内、宛先不明等の

理由により郵便が不達となり意思確認調査を実施できなかった者 2,138 人については、必要

に応じて、次年度以降、住民票の写し等を取得し、その時点において確認できる最新の住所

に説明資料を郵送することとした。 

また、平成 28 年 9 月に郵送調査を実施した調査対象者の内、平成 29 年 10 月までに回答

がなかった者 12,823 人について、再度、意思確認調査を実施するため、改めて説明資料を郵

送した（平成 29 年 10 月）。再調査の対象となった者の内、308 人については宛先不明等の理

由により郵便が不達となり意思確認調査を実施できなかった。 

現地調査については、現地説明会を開催した事業所の協力を得て、配付する説明資料の送

付先、必要部数等の調査が平成 29 年 12 月までに終了した事業所において現に放射線業務に

従事している者等に向けて、8,467 部の説明資料を配付することによって実施した（平成 29

年 6 月～平成 30 年 1 月）。 

本年度における意思確認調査の実施実績は表４の通りである。 

また、現地説明会の開催状況と資料の配布状況について表５に示す。 

郵送により意思確認調査を実施した事業対象者で一定期間回答がなかった者の内、協会か

らの再案内を希望しなかった者等を除く約 45,000 人に対しては、回答を依頼するための依頼
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状（巻末参考資料 44～47 頁を参照。）を郵送した（平成 29 年 4 月、10 月及び平成 30 年 2

月）。 

 

 

表４ 平成 29 年度 意思確認調査 実施実績（説明資料の配付部数） 

  （平成 30 年 1 月現在）  

 調査方法 配付数  

 ① 郵送注-1  51,544   

 郵送（再調査）注-2 12,515  

 ② 事業所での現地配付注-3、注-4  8,467   

 合計  72,526   

注-1 実際に事業対象者に届けられたと考えられる数（発送件数から、宛先不明等の理由により郵便不達とな

った件数を差し引いた数）を示す。実際に郵送した 53,682 部の内、2,138 部が郵便不達となった。 

注-2 平成 28 年度に実施した意思確認調査（一部）において未回答であった者に対する再調査。実際に郵送し

た 12,823 部の内、308 部が郵便不達となった。 

注-3 事業所での現地配付では、予備を見込んで説明資料を配付することがある。 

注-4 現地説明会に参加した事業対象者が、当該説明会において配付された説明資料に同封した意思確認書等

の用紙により回答する場合を含む。 

 

表５ 現地説明会の開催と資料配布数 

説明会開催場所等 
開催日 

(発送日) 
資料配布数 

東京電力株式会社 本店（再説明・追加発送） 12 月 21 日 100 

関西電力株式会社 
本店 6 月 12 日 432 

美浜発電所 6 月 12 日 1,481 

九州電力株式会社 

本店 8 月 7日 87 

玄海発電所 8 月 8日 2,231 

川内発電所 8 月 4日 937 

日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 7 月 24 日 1,671 

核燃料サイクル工学研究所 12 月 12 日 582 

大洗研究開発センター 12 月 22 日 106 

もんじゅ 5 月 13 日 65 

検査開発株式会社 メールによる協力依頼 (7 月 21 日) 680 

東京パワーテクノロジー株式会社 資料の追加送付依頼 (7 月 5 日) 50 

木内計測株式会社 資料の追加送付依頼 (7 月 18 日) 45 
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（２）意思確認調査の結果 

本年度は、72,526 人の事業対象者に実施した意思確認調査に対して、延べ 24,178 人か

らの回答があった（平成 30 年 2 月 1 日現在）。 

これらの内、本放射線疫学調査の調査対象者となることに同意するとの回答をした者は

20,406 人、同意しないとの回答をした者は 3,281 人であった。説明資料の配付数に対する

同意の取得率は約 28％であった。 

平成 27 年度からの通算では、調査対象者となることに同意するとの回答をした者は

66,988 人、同意しないとの回答をした者は 12,643 人となった。 

同意するとの回答をした者の内、放射線疫学調査ファイルの既存の調査対象者と照合で

きなかった者については、本放射線疫学調査の新規の調査対象者候補として、放射線従事

者中央登録センターに照会し放射線業務従事者としての登録の有無を確認した。放射線業

務従事者として登録されていることが確認できた者については、生死追跡調査等により各

種の情報の取得を行うこととなる。 

また、意思確認書への記入内容等に不備がある等の理由により調査対象者となることに

ついての諾否を判断できなかった者及び郵送調査及び現地調査の両方の調査において重複

して回答した者が計 491 人（平成 27 年度からの通算では 3,786 人）あった。 

本年度までにおける意思確認調査の結果を表６に示す。 
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表６ 意思確認調査 回答状況 

調査年度 調査方法 
回答 

未回答 計 
  同意 不同意 その他 回答計 

平成 27 年度 郵送調査  10,794   2,221   1,810   14,825   15,274   30,099  

 既存対象者  10,791   2,219      

 新規対象者候補  3   2      

 現地調査  2,256   706   68   3,030   2,585   5,615  

 既存対象者  864   200      

 新規対象者候補  1,392   506      

 計  13,050   2,927   1,878   17,855   17,859   35,714  

 既存対象者  11,655   2,419      

 新規対象者候補  1,395   508      

平成 28 年度 郵送調査  14,319   2,294   702   17,315   27,019   44,334  

 既存対象者  14,313   2,293      

 新規対象者候補  6   1      

 再調査（郵送）  1,778   564   235   2,577   11,543   14,120  

 既存対象者  1,775   560      

 新規対象者候補  3   4      

 現地調査  17,435   3,577   480   21,492   22,410   43,902  

 既存対象者  6,517   1,049      

 新規対象者候補  10,918   2,528      

 計 33,532   6,435   1,417   41,384   60,972   102,356  

 既存対象者 22,605   3,902      

 新規対象者候補 10,927   2,533      

平成 29 年度 郵送調査  15,740   2,502   372   18,614   32,930   51,544  

 既存対象者  15,732   2,497      

 新規対象者候補  8   5      

 再調査（郵送）  1,150   413   74   1,637   10,878   12,515  

 既存対象者  1,147   410      

 新規対象者候補  3   3      

 現地調査  3,516   366   45   3,927   4,540   8,467  

 既存対象者  1,490   145      

 新規対象者候補  2,026   221      

 計  20,406   3,281   491   24,178   48,348   72,526  

 既存対象者  18,369   3,052      

 新規対象者候補  2,037   229      

合計 郵送調査  40,853   7,017   2,884   50,754   75,223   125,977  

 既存対象者  40,836   7,009      

 新規対象者候補  17   8      

 再調査（郵送）  2,928   977   309   4,214   22,421   26,635  

 既存対象者  2,922   970      

 新規対象者候補  6   7      

 郵送調査計  43,781   7,994   3,193   54,968   71,009   125,977  

 （延べ数）      94,715   152,612  

 既存対象者  43,758   7,979      

 新規対象者候補  23   15      

 現地調査  23,207   4,649   593   28,449   29,535   57,984  

 既存対象者  8,871   1,394      

 新規対象者候補  14,336   3,255      

 計  66,988   12,643   3,786   83,417   100,544   183,961  

 （延べ数）      124,250   210,596  

 既存対象者  52,629   9,373      

 新規対象者候補  14,359   3,270      
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２．事業対象者に関する情報の更新等業務 

２．１ 事業対象者の被ばく線量に関する情報の更新 

被ばく線量情報については、当協会放射線従事者中央登録センター（以下、中登センター

という。）から、第Ⅴ期までの疫学調査対象者となっていた平成 10 年度までの従事実績を有

する者、及び新規の調査対象者候補として放射線従事者中央登録センターに照会し新たに中

央登録番号が確認できた者の年度別個人線量及び事業所情報について、最新の登録情報であ

った 2016 年度（平成 28 年度）までの情報の提供を受けてデータベースの更新を行った。 

 

２．２ 事業対象者の生存等に関する情報の更新 

本年度の生死追跡調査において入手した住民票の写し等の情報に基づき、29,780 人の調

査対象者について、データベースを更新した。そのうち、転居による住所の変更又は氏名の

変更があった者は 2,759 人、転出による住所変更があった者は 2,318 人、死亡した者は 980

人、該当無し等により追跡できなかった者は 60 人であった。なお、住民票の写し等の交付を

受けられなかった 27 市区町（一部不交付を含む。）に係る 232 人の調査対象者については、

データベースの更新を保留した。 

また、このデータベース及び情報処理システムについては、定期的に保守点検を行うこと

により、その正常維持を図るとともに、データのバックアップを定期的に又は適宜行い、デ

ータを適正に保管している。 

 

２．３ 事業対象者の死因情報の継続使用に関する手続き 

統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 33 条規定に基づき、平成 29 年 6 月 6 日に調査票情報

の継続保有の申請を行い、平成 29 年 6 月 12 日に承認を受けた。これらの死因情報を用いて

解析を行い、学会発表、論文作成を行った。 

 

３．がん罹患情報の活用方策の検討 

本疫学調査では、これまで主に、被ばく線量とがん死亡との関係を解析することで、低線

量放射線の健康影響を評価してきたが、医療技術の進展等に伴いがんの致死率（致命率）が

低下している現状を考慮し、健康指標として死亡だけでなく、がん罹患も調査することによ

り、より精度の高い健康影響の評価を行う必要性が高まっている。一方、がん罹患情報に関

しては、一部の都道府県で地域がん登録制度があったものの、本疫学調査の対象者は全国に

所在しているので、全員を対象としたがん罹患情報の把握は困難であったが、平成 28 年 1 月

全国がん登録制度が発足した。これらの状況を鑑み、平成 27 年度からの調査においては、放

射線被ばくによる健康影響、特にがんの発生に及ぼす影響を評価する際、その評価指標とし

てがん罹患を新たに加えることとしている。 

平成 27 年度においては、全国がん登録制度に基づくがん罹患情報を活用するため、法的

根拠、申請手続、全国がん登録データベース届出項目、利用可能時期、疫学調査解析での利

用法等について調査研究評価委員会において審議した。特に、調査対象者のがん罹患情報の

収集方法に関しては、収集項目等並びにがん罹患情報の保管及び管理のためのシステム開発
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の要件定義として、全国がん登録データベースから提供を受ける項目を確認した。 

平成 28 年度には全国がん登録データベース整備の進捗状況、利用手続マニュアル等の整

備状況、本疫学調査での利用可能時期等について調査研究評価委員会において審議した。ま

た、がん罹患リスクの評価に用いる臓器線量構築について検討を行った。 

本年度においては、調査研究評価委員会において、全国がん登録データベースの利用申請方

法等について検討を行った。また、臓器線量構築検討会を設置し臓器線量への変換方策等に

ついて検討した。 

３．１ 全国がん登録データベース整備の進捗状況および今後の予定 

平成 28 年分の診療データについて、平成 30 年内に確定値が公表の予定である。本年度に

は、オンラインシステム発足等に対応して、「全国がん登録 届出マニュアル 2016」の 2017

改訂版が作成・公表された。データベースの利用手続等を定めた「全国がん登録情報の提供

マニュアル」が、厚生科学審議会がん登録部会の審議を経て公表された。引き続き、利用規

約、安全管理措置、審査の方向性等の審議が行われている。 

がん登録等の推進に関する法律の規定によると、当協会が申請する方法としては、法第 17

条第１項第 2 号（国の行政機関の委託を受けた者）、同第 3 号（厚生労働省令で定める者）お

よび法第 21 条（その他の提供）に基づく申請が可能である。何れの申請方法が適切か、利用

目的、利用方法、法第 17 条第 1 項第 3 号が入れられた経緯等の観点から、調査研究評価委

員会で審議した結果、法第 17 条第 1 項第 3 号「厚生労働省令で定める者」として申請する

のが適当との結論となった。 

３．２ 臓器線量の再構築等の活用方策について 

新しい疫学調査では、評価指標として従来の死亡に加え、平成 28 年に始まった全国がん登

録制度のがん罹患情報を利用することとしている。線量については、従来、記録線量である

個人線量当量をそのままリスク推定に用いていたが、放射線リスク評価の国際比較可能性を

高めるために、新調査では臓器線量を用いることとしている。 

このため、平成 28 年度における検討を踏まえ、放射線従事者中央登録センターに登録され

ている記録線量を、疫学調査のリスク解析に用いる臓器線量へ変換する方法について検討す

るため、臓器線量構築検討会を設置した。2 年計画で記録線量から臓器線量への変換係数の

作成を目指している。本年度は、臓器線量変換係数作成までのロードマップ、不足するデー

タ等に関して検討した。 
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４．本事業の理解促進活動 

本事業の理解促進を図り、本事業が国内外の機関に積極的に引用される調査として専門家

に認知されることを目的に、以下の学会発表、論文投稿等を行った。  

 

４．１ ホームページによる放射線疫学調査関連情報の周知 

 今年度は以下の更新を行った。 

更新日 更新内容 

4/20 AOARP Collaboration Program in 2017 の発表要旨を掲載 

5/26 AOARP Collaboration Program in 2017 の発表要旨を英文ページに掲載 

5/26 第 90 回日本産業衛生学会の発表要旨を掲載 

5/26 平成 28 年度あり方検討会報告書を掲載 

5/26 
放射線疫学調査の略称 J-EPISODE(Japanese epidemiological study on low-dose 

radiation effects)を告知 

7/18 日本保健物理学会第 50 回研究発表会の発表要旨を掲載 

8/3 Journal of Molecular and Genetic Medicine への論文掲載の告知 

11/22 2nd European Radiation Protection Research Week の発表要旨を掲載 

11/22 日本放射線影響学会第 60 回大会の発表要旨を掲載 

11/22 第 76 回日本公衆衛生学会総会の発表要旨を掲載 

2/21 Journal of Radiological Protection への論文掲載の告知 

3/1 第 28 回日本疫学会学術総会の発表要旨を掲載 

3/1 保健物理への論文掲載の告知 
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４．２ 意思確認調査への回答状況の分析及び回答率・同意率向上策の検討 

     平成 27 年度から平成 29 年度の意思確認調査への回答状況について分析等を行い、回

答率向上策として未回答者（61,567 人）への再依頼状（はがき）を送付し、5,944 人か

ら回答を得た。さらに再依頼状の送付後も未回答の人に対して調査表を再度送付し、調

査協力をお願いしたところ、4,070 人の回答を得ることができ、全体として 8.79 ポイン

トの回答率及び 6.44 ポイントの同意率の向上を得た。 

 

４．３ 国内外の論文投稿・学会発表 

                  （巻末参考資料 45～85 頁参照） 

（１）論文 

①The Adjustment Effects of Confounding Factors on Radiation Risk Estimates: Findings 

from A Japanese Epidemiological Study on Low-Dose Radiation Effects (J-EPISODE). J 

Mol Genet Med 11: 275 に掲載された。doi:10.4172/1747-0862.1000275 

 （3 月 22 日時点で 500 超のダウンロード数） 

 

②各国の放射線疫学コホート研究における手法の相違点. 保健物理 52 巻 4 号に掲載された。 

doi: 10.5453/jhps.52.265 

 

③Direct Adjustment for Confounding by Smoking Reduces Radiation-Related Cancer Risk 

Estimates of Mortality among Male Nuclear Workers in Japan, 1999-2010. J Radiol Prot. 

38. 357-371 に掲載された。doi: 10.1088/1361-6498/aaa65c 

 

④Occupational radiation exposure and leukemia mortality among nuclear workers in 

Japan: J-EPISODE, 1991-2010. 保健物理に投稿中。  

 

⑤Effect of radiation dose rate on cancer mortality among nuclear workers: Reanalysis of 

Hanford data. Health physics に投稿中。 

 

（２）学会発表 

①Necessity of Adjustment for Smoking - Finding from Japanese Epidemiological Study 

among Nuclear Workers (J-EPISODE). AOARP Collaboration Program in 2017（大韓民

国）2017.4.12 

内容：喫煙自体のリスク、及び累積線量と喫煙との相関に基づいて、放射線疫学調査におけ

る喫煙調整の重要性を示した。 

 

②職業集団における外因死に対する生活習慣、社会経済階層の関連についての一考察. 第 90 回

日本産業衛生学会（東京）2017.5.13 

内容：外因死における放射線、生活習慣、社会経済状態別の相対危険を比較した。喫煙本
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数、飲酒量、職位では違いがあったが、放射線は外因死に関連していないことを示

した。 

 

③放射線業務従事者における放射線、生活習慣、社会経済階層別死亡リスクの比較. 日本保健物

理学会第 50 回研究発表会（大分）、2017.6.30 

内容：がん、非がんにおける放射線、生活習慣、社会経済状態別の相対危険を比較した。

喫煙の影響が大きく、飲酒、職種、職位、教育年数においても影響が見られ、100mSv

の放射線リスクはあったとしてもそれらより小さいことを示した。 

 

④Dose-rate effects on cancer mortality risk estimates for Japanese nuclear workers. 2nd 

European Radiation Protection Research Week（仏）2017.10.10 

内容：線量率に着目し、年度線量を適当な区分点（例えば 5mSv）より低い線量を低線量

率、区分点より高い線量を高線量率とし、各々の累積線量について ERR/Sv を算出

した。低線量率ではリスクが低い可能性が示唆された。 

 

⑤Radiation risk estimates adjusted for smoking in a Japanese nuclear worker cohort. 2nd 

European Radiation Protection Research Week（仏）2017.10.10 

内容：喫煙調整が ERR/Sv を下げる理由を、喫煙がリスク因子であることと、線量と喫煙

が相関していることで説明した。 

 

⑥放射線業務従事者における職業被ばく線量と自然放射線量の都道府県別分布. 日本放射線影

響学会第 60 回大会（千葉）2017.10.26 

内容：疫学調査対象者の職業被ばく線量と自然放射線の都道府県別分布を比較し、相関を

求めた。両者の間に相関はないため、職業被ばくの解析に当たって自然放射線を考

慮する必要のないことを示した。 

 

⑦原子力発電所等放射線業務従事者のリスク推定に及ぼす線量率の効果. 日本放射線影響学会

第 60 回大会（千葉）2017.10.26 

内容：線量率に着目し、年度線量を適当な区分点（例えば 5mSv）より低い線量を低線量率、

区分点より高い線量を高線量率とし、各々の累積線量について ERR/Sv を算出した。

低線量率ではリスクが低い可能性が示唆された。 

 

⑧放射線業務従事者調査でみられた被ばく線量と生活習慣等との相関（中間集計）. 第 76 回日

本公衆衛生学会総会（鹿児島）2017.11.2 

内容：継続中の生活習慣調査からの中間集計。過去の調査で見られた線量と現在喫煙や教育

年数との相関が今回の調査でも見られ、また、新たな調査項目である運動不足、野菜

不足も線量と相関があることを示した。 
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⑨職業集団における健康意識、睡眠、BMI、教育年数等と死亡との関連. 第 28 回日本疫学会

学術総会（福島）2018.2.3 

内容：がん、非がんにおける放射線、喫煙、健康意識、睡眠、BMI、教育年数別の相対危

険を比較した。喫煙等の生活習慣、BMI、教育年数においても影響が見られ、放射

線の有意性は見られなかったことを示した。 

 

 

５．委員会活動 

５．１倫理審査・個人情報保護委員会 

   本年度の論文・学会発表の状況、放射線疫学調査あり方検討会フォローアップ委員会、疫

学調査の集団データ公開について報告した。その結果、インフォームド・コンセントの実施

状況について、引き続き事業を進めること、データ公開については個人が容易に特定できな

いよう配慮しつつ、データを公開していくこととの指摘があった。 

 

５．２調査研究評価委員会 

本年度の論文・学会発表の状況、意思確認調査の進捗状況、がん登録制度の利活用方策、

疫学調査の集団データ公開、臓器線量構築検討会での審議事項について報告した。その結

果、調査コホートを設定した後の追跡の重要性、がん罹患データ受領の根拠の明確化、公開

データの範囲の設定について議論があった。 

 

５．３臓器線量構築検討会 

中央登録センターに登録されている記録線量を、疫学調査のリスク解析に用いる臓器線量

へ変換する方法について検討する目的で、放射線管理、線量評価、線量計測及び放射線疫学

等の専門家からなる本検討会を設置し、本年度 2 回開催した。IARC15 か国共同研究等にお

ける臓器線量への変換方法を報告し、臓器線量変換係数作成までのロードマップ、不足する

線量計反応データについて実験も含めた取得方法、エネルギー・ジオメトリに関する被ばく

条件の先行研究の調査、日本人体型を考慮したシミュレーション結果の利用等について議論

があった。 

 

５．４放射線疫学調査あり方検討会フォローアップ委員会 

現在の意思確認調査進捗状況について、同意者数と線量分布、同意者の特性、同意者数に

基づく過剰相対リスクの推定精度やこれからの調査未実施者及び未回答者への対応等を報告

し、調査の科学的妥当性や設定された調査継続性の指標の観点から事業の継続について審議

し、本事業を継続することが適当であると勧告した。 
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平成 29 年度原子力発電施設等防災対策等委託費 

（低線量放射線による人体への影響に関する疫学的調査）事業 

 

 

 

 

（原子力規制委員会原子力規制庁委託調査報告書） 

 

 

 

（巻末参考資料） 
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（原子力規制委員会原子力規制庁委託調査報告書） 

平成 29 年度原子力発電施設等防災対策等委託費 

（低線量放射線による人体への影響に関する疫学的調査）事業 

 

（巻末参考資料） 
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１．調査活動 

１．１ 平成 29 年度 住民票の写し等の交付請求及び交付の状況（都道府県別） 

都道府県 

 請求  回答  取得率(%) 

  a.d.c.b.    市区町村数 a. 件数  b. 住民票写し 
c. 除票写し 

（転出） 

d. 除票写し 

（死亡） 
e. 該当者なし f. 不交付  

北 海 道  79 759  650 79 28 1 1  99.7 

青 森  30 528  440 82 4 2 0  99.6 

岩 手  20 98  82 10 6 0 0  100.0 

宮 城  35 878  772 74 30 2 0  99.8 

秋 田  18 85  78 6 1 0 0  100.0 

山 形  14 54  48 5 1 0 0  100.0 

福 島  47 2,915  2,657 159 94 5 0  99.8 

茨 城  41 4,385  4,016 231 131 7 0  99.8 

栃 木  19 167  149 13 4 1 0  99.4 

群 馬  23 136  111 16 8 1 0  99.3 

埼 玉  67 912  819 70 22 1 0  99.9 

千 葉  51 1,230  1,070 109 45 6 0  99.5 

東 京  54 2,081  1,722 284 70 5 0  99.8 

神 奈 川  57 2,763  2,420 221 119 3 0  99.9 

新 潟  34 1,028  934 61 32 1 0  99.9 

富 山  14 156  150 4 1 1 0  99.4 

石 川  15 235  213 20 2 0 0  100.0 

福 井  17 1,525  1,397 90 36 2 0  99.9 

山 梨  14 36  30 3 3 0 0  100.0 

長 野  31 94  84 8 2 0 0  100.0 

岐 阜  25 90  82 6 2 0 0  100.0 

静 岡  37 963  849 77 34 3 0  99.7 

愛 知  63 643  530 87 25 1 0  99.8 

三 重  19 208  191 13 4 0 0  100.0 

滋 賀  15 111  95 12 4 0 0  100.0 

京 都  27 449  405 25 18 1 0  99.8 

大 阪  70 1,140  832 69 21 2 216  80.9 

兵 庫  45 1,496  1,341 97 41 3 14  98.9 

奈 良  22 103  95 5 3 0 0  100.0 

和 歌 山  10 73  65 4 3 0 1  98.6 

鳥 取  13 118  105 5 8 0 0  100.0 

島 根  15 383  355 16 11 1 0  99.7 

岡 山  26 310  273 27 9 1 0  99.7 

広 島  26 494  435 37 20 2 0  99.6 

山 口  18 341  298 20 21 2 0  99.4 

徳 島  14 46  42 3 1 0 0  100.0 

香 川  13 166  145 18 3 0 0  100.0 

愛 媛  18 472  407 47 17 1 0  99.8 

高 知  16 44  39 1 4 0 0  100.0 

福 岡  65 1,048  881 110 54 3 0  99.7 

佐 賀  20 323  291 23 9 0 0  100.0 

長 崎  19 253  229 12 12 0 0  100.0 

熊 本  25 117  101 12 4 0 0  100.0 

大 分  16 127  112 11 4 0 0  100.0 

宮 崎  16 72  64 8 0 0 0  100.0 

鹿 児 島  26 245  226 11 7 1 0  99.6 

沖 縄  23 112  92 17 2 1 0  99.1 

合 計  1,382 30,012  26,422 2,318 980 60 232  99.0 

（本文 4 頁参照） 
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１．２ 生死追跡状況の詳細 

（平成 30 年 3 月現在） 

 群注-1 登録時期注-2 
生死追跡調査の 

開始時期  

人数 

(男 女) 
 

生死追跡状況の内訳 
 

追跡結果 人数 (男 女) 

 

A-1 昭和 63 年度以前 平成 3 年度以降 114,900 

 

生存   80,800 ( 80,798 2) 

 
   

( 114,898 2) 死亡   23,765 ( 23,765 0) 

 
脱落   10,335 ( 10,335 0) 

住所情報無し  0 ( 0 0) 

 

A-2 昭和 63 年度以前 平成 7 年度以降 62,609 

 

生存   6,861 ( 6,860 1) 

 
   

( 62,608 1) 死亡   2,550 ( 2,550 0) 

 
脱落   24,198 ( 24,198 0) 

住所情報無し  29,000 ( 29,000 0) 

 

B 昭和 63 年度以前 平成 8 年度以降 4,074 

 

生存   2,220 ( 2,220 0) 

 
   

( 4,074 0) 死亡   330 ( 330 0) 

 
脱落   919 ( 919 0) 

住所情報無し  605 ( 605 0) 

 

E 昭和 63 年度以前 平成 8 年度以降 4,296 

 

生存   1,595 ( 1,206 389) 

 
   

( 2,779 1,517) 死亡   325 ( 261 64) 

 
脱落   794 ( 460 334) 

住所情報無し  1,582 ( 852 730) 

 

C 平成 1～6 年度 平成 8 年度以降 57,861 

 

生存   40,935 ( 40,596 339) 

 
   

( 57,346 515) 死亡   4,993 ( 4,983 10) 

 
脱落   7,695 ( 7,613 82) 

住所情報無し  4,238 ( 4,154 84) 

 

D 平成 7～10 年度 平成 11 年度以降 33,388 

 

生存   26,256 ( 25,876 380) 

 
 

（燃料加工事業者の

みの従事者及び女

子） 
 

( 32,855 533) 死亡   1,683 ( 1,675 8) 

 
脱落   4,562 ( 4,455 107) 

住所情報無し  887 ( 849 38) 

 

合計   277,128 

 

生存  158,667 (157,556 1,111) 

 
   

(274,560 2,568) 死亡   33,646 ( 33,564 82) 

 

脱落   48,503 ( 47,980 523) 

（脱落の内訳）   
初回追跡時脱落注-3   24,620 ( 24,334 286 ) 

住所不明等注-4   10,009 ( 9,962 47 ) 

不同意注-5   12,484 ( 12,296 188 ) 

郵便不達注-6   736 ( 736 0 ) 

不交付注-7   654 ( 652 2 ) 

住所情報無し  36,312 ( 35,460 852) 

注-1 第Ⅰ期放射線疫学調査解析対象: A-1 

 第Ⅱ期放射線疫学調査解析対象: A-1、A-2、B、E 及び C 

 第Ⅲ期、第Ⅳ期及び第Ⅴ期放射線疫学調査解析対象: A-1、A-2、B、E、C 及び D 

注-2 放射線業務従事者として登録された時期 

注-3 原子力事業者から入手した住所情報に基づいて初めて行う住民票の写し等の請求において、該当者なし、除票の保存期間経過、職権消除

等の理由で、住民票の写し等を取得できずに脱落した調査対象者の数 

注-4 一旦、住民票の写し等を取得した後の再調査において、該当者なし、除票の保存期間経過、職権消除、海外転出等の理由により脱落した

調査対象者の数 

注-5 第 2 次交絡因子調査又は「説明と同意の確認」調査において、調査対象者となることに同意しない旨の回答をした者の数 

注-6 「説明と同意の確認」調査において、郵送した説明資料が不達となり最終的な意思の確認がなされなかった者の数 

注-7 市区町村の協力を得られなかったこと等により、住民票の写し等を取得できなかった調査対象者の数 

注-8 原子力事業者から住所情報を入手できなかったため、当初から住民票の写し等の取得による生死追跡調査の対象とならなかった者の数 

   （本文 6 頁参照） 
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２．インフォームド・コンセント（意思確認調査） 

２．１ 放射線疫学調査の対象者となることについての意思確認調査 実施要領（本文 8 頁

参照） 

意思確認調査の実施のために策定した「放射線疫学調査の対象者となることについて

の意思確認調査 実施要領」の全文を次の通り掲載する。この実施要領は放射線疫学調査

の研究計画の一部として策定されたものである。 

 

・ 放射線疫学調査の対象者となることについての意思確認調査 実施要領（本文） 

 ············································································································ 24 頁 

・ 別紙 1 □1  放射線疫学調査の対象者となることについてのお願い 

 ············································································································ 29 頁 

・ 別紙 2 □2  放射線疫学調査についてのご説明と調査へのご協力のお願い（あらまし） 

 ············································································································ 30 頁 

・ 別紙 3 □3  放射線疫学調査の対象者となることについての意思確認書 

 ············································································································ 34 頁 

・ 別紙 4 [詳細説明資料] 放射線疫学調査についてのご説明 

 ············································································································ 35 頁 

・ 別紙 5 「放射線疫学調査の対象者となることについての同意」の撤回の申出書 

 ············································································································ 43 頁 
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放射線疫学調査の対象者となることについての意思確認調査 実施要領（本文）  
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別紙 1 □1  放射線疫学調査の対象者となることについてのお願い （本文 9頁参照） 



 

30 

 

別紙 2 □2  放射線疫学調査についてのご説明と調査へのご協力のお願い（あらまし） 

・ 
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別紙 3 □3  放射線疫学調査の対象者となることについての意思確認書 
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別紙 4 [詳細説明資料] 放射線疫学調査についてのご説明 
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別紙 5 「放射線疫学調査の対象者となることについての同意」の撤回の申出書 
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２．２ 意思確認調査未回答者に送付した依頼状（本文 9頁参照） 

本項に掲載する依頼状は、意思確認調査に未回答であった事業対象者に、改めて同調査

に対する回答を依頼するために送付したものである（下表参照）。これらの依頼状は、二

つ折の圧着ハガキを用いて作成した。 

平成 29 年度に発送した依頼状の送付時期及び部数 

対象 送付時期 送付部数 

意思確認調査を平成 28 年 10 月に（再）実施した事業対象

者のうち、平成 29 年 3 月末時点で未回答であった者 
平成 29 年 4 月 11,091 

意思確認調査を平成 29 年 7～8 月に実施した事業対象者

のうち、平成 29 年 9 月中旬時点で未回答であった者 
平成 29 年 10 月 15,738 

意思確認調査を平成 29 年 9～12 月に実施した事業対象者

の内、平成 30 年 1 月中頃時点で未回答であった者 
平成 30 年 2 月 18,632 

 

（外側 表面（宛名面）） 
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（外側 裏面） 
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（内側（圧着面）左面） 
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（内側（圧着面）右面） 
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３．国内外への情報発信 

 ３．１学会発表 

（１）AOARP Collaboration Program in 2017 
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（２）第 90 回日本産業衛生学会 
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（３）日本保健物理学会第 50 回研究発表会 
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（４）2nd European Radiation Protection Research Week 
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（５）2nd European Radiation Protection Research Week 
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（６）日本放射線影響学会第 60 回大会 
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（７）日本放射線影響学会第 60 回大会 
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（８）第 76 回日本公衆衛生学会総会 
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（９）第 28 回日本疫学会学術総会 
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 ３．２論文発表 

１）Kudo S, Ishida J, Yoshimoto K, Ohshima S, Furuta H, Kasagi F. 

The Adjustment Effects of Confounding Factors on Radiation Risk Estimates: Findings 

from A Japanese Epidemiological Study on Low-Dose Radiation Effects (J-EPISODE). 

 J Mol Genet Med 11: 275 doi:10.4172/1747-0862.1000275 
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２）工藤伸一、石田淳一、吉本恵子、古田裕繁、笠置文善 

「各国の放射線疫学コホート研究における手法の相違点」 

保健物理, 52, 265-274 (2017) 
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３）Shin’ichi Kudo, Jun’ichi Ishida, Keiko Yoshimoto, Shoichi Mizuno, Sumio Ohshima, 

Hiroshige Furuta and Fumiyoshi Kasagi. 

Direct adjustment for confounding by smoking reduces radiation-related cancer risk 

estimates of mortality among male nuclear workers in Japan, 1999－2010 

 J. Radiol. Prot. 38 (2018) 357－371 
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